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械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 
第 1 部： 一般 要求 事項 

(追 補 I； 

JIS B 9960-1 ： 篇 

(JMF) 

JIS B 9960-1:2008 は 平成 23 年 7 月 25 日 付で 改正され ま し た。 
この 追 補 は， 改正 内容が 記載され ています が， JISB 9960-1:2008 を 

併読して 用いて 下さい。 



平成 23 年 7 月 25 日 改正 

日本 工業 標準 調査 会 審議 

(日本規格協会 発行） 

著作権法 によ り 無断での WW. »ぶ&*は》止 されて お ります。 



JIS B 9960-1 ： 2011 



まえが' き 



この 追 補 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第] 2 条第 1 項の 規定に 基づき， 工業 標準 原案 を 具 
して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 労働大臣 及び 経 
済 産業 大臣が 改正した もので， これによ つて， JSSB 9960-1:2008 は 改正され， 一部が 置き換えられた。 
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主 務 大 臣： 厚生 労働大臣， な；タ 産業 大臣 制定 ： 平成 11.7.20 改正 ： 平成 23.7.25 
官報 公示： 平成 23.7.25 

原 案 作 成 者 ： 一般 社団法人 日本 機械工業 連合会 

(〒105-0011 東京都 港 区 芝 公園 3-5-8 機械 賬興 会館 TEL 03-3434-9436) 
審議 弒 么： H 本丄 IiK あ ^査会 標準 部会 （部会 長 も§^ 敦） 
審議 専門 委員会 ： 庄？：ぽ 械 技術 専門 委員会 （委員会 長 小 林 英男） 

この 規格に ついての 意見 又は 質問 は， 上記 原案 作成者， 厚生 労働省 労働 基準 局 安全 衛生 部 安: や: 課 [〒100-8916 東京 
都 千代 田 区 霞が関 1-2-2 TEL 03-5253-1 111 (代表)] 又は 経済 産業 省 産業 技術 環境 局 基準 認証 ユニット 産業 基 準 化 
推進 室 [〒100-8901 東京都 千代 田 区 霞が関 1-3-1 TEL 03-3501-1 511 (代表）] にご 連絡く ださい。 

なお， 日本工業規格 は， 工業^ 準 化 法 第 15 条の 規定に よって， 少な くと も 5 年 を す る H までに F1 本 工業 標準 調査 
会の 審 yi に 付され， 速やかに， 確認， 改正 又は 廃止され ます。 
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日本工業規格 



JIS 

B 9960-1 ： 2011 



機械 類の 安全性— 機械の 電気装置 一 
第 1 部： 一般 要求 事項 
(追 補 1) 

Safety of machinery— Electrical equipment of machines- 
Part 1: General requirements 
(Amendment 1) 

序文 

こ の 追 補 は， 1EC 60204-1:2005 に 対 し て 2008 年に 発行され た Amendment 1 を 基に JIS B 9960-1:2008 の 
追 補 1 として 作成した ものである 力 s , Amendment 1 の 内容の 一部 は 既に JIS B 9960-1:2008 に 反映され てお 
り， Amendment 1 にない 変更 （国際規格 にない 部分の 変更） も 加えて， 技術的 内容 を 変更して 作成した 日 
本 工業規格の 追 補で ある。 

JIS B 9960-1 :2008 を， 次のように 改正す る 。 



箇条 2 (引用 規格） の JISB 9703:2000 機械 類の 安全性 一 非常 停止 一 設計 原則 を， 次に 置き換える。 
JIS B 9703:2011 機械 類の 安全性 一 非常 停止 一 設計 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13850:2006, Safety of machinery - Emergency stop -Principles for design 
(IDT) 

箇条 2 (引用 規格） の JIS B 9705-1:2000 機械 類の 安全性— 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部： 設計の 
ための 一般 原則 を， 次に 置き換える。 

JIS 6 9705-1:2011 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 13849-1:2006, Safety of machinery - Safety-related parts of control systems 一 
Part 1 : General principles for design (IDT) 

箇条 2 (引用 規格） の JIS C 0453:2005 電気 及び 関連 分野 一部 品 リストの 作成の 後に， 次 を 追加す る。 
JIS C 0454:2005 電気 及び 関連 分野 - 技術 情 幸 ほ 及び 文書の 構造 化 

注記 対応 国際規格： IEC 62023:2000， Structuring of technical infomiation and documentation (IDT) 

箇条 2 (引用 規格) の JIS C 0664:2003 を 削除す る。 
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箇条 2 (引用 規格） の JISC 60364-4-41:2006 建築 電気 設備 一 第 4-41 部： 安全 保護 一 感電 保護 を， 次に 置 

き 換える。 

JIS C 60364-4-41:2010 低圧 電気 設備 一 第 4-41 部 ： 安全 保護 一 感電 保護 

注記 対応 国際規格： I EC 60364-4-41:2005, Low-voltage electrical installations — Part 4-41: Protection for 
safety ― Protection against electric shock (IDT) 

箇条 2 (引用 規格） の JIS C 60364-6-61:2006 建築 電気 設備 一 第 6-61 部： 検証 一 最初の 検証 を， 次に 置き 

換える。 

JIS C 60364-6:2010 低圧 電気 設備 一 第 6 部： 検証 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60364-6:2006, Low-voltage electrical installations - Part 6: Verification (IDT) 

泣条 2 (引用 規格） の JISC 60364-6:2010 低圧 電気 設備 一 第 6 部： 検証の 後に， 次 を 追加す る。 
JIS C 60664-1:2009 低圧 系統 内 機器の 絶緣 協調 一 第 1 部 ： 基本 原則， 要求 事項 及び 試験 

)、 王 目 己 ヌ 応国際 格 ： IEC 60664-1:2007, Insulation coordination for equipment within low-voltage 
systems — Part 1 : Principles, requirements and tests (IDT) 
JIS C 61558-1:2008 変圧器， 電源 装置， リア クト ル 及び こ れに 類す る 装置の 安全性 一 第 1 部 ： 通則 及 
び 試験 

ミ土記 対応 国際規格 ： IEC 61558-1:2005, Sarety of power transformers, power supplies, reactors and 
similar products — Part 1 : General requirements and tests (MOD) 
JIS C 61558-2-6:2008 変圧器， 電源 装置， リア ク トル 及び これに 類す る 装置の 安全性— 第 2- 6 部： 一 
般用 安全 絶铩 変圧器の 個別 要求 事項 
注 S 己 対' 応 国 規 4 各 ： IEC 61558-2-6:1997, Safety of power transformers, power supply units and similar 
一 Part 2-6: Particular requirements for safety isolating transformers ror general use (MOD) 

箇条 2 (引用 規格） の JISC 8285-1 工業用 プラグ， コンセント 及び カプラー 第] 部： 通則 を， 次に 置き 換 

え る。 

J IS C 8285:20 1 工業用 プラグ， コンセント 及び 力 ブラ 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60309-1:1999, Plugs, socket-outlets, and couplers for industrial purposes - Part 
1 : General requirements 及び Amendment 1 (2005) (MOD) 

箇条 2 (引用 規格） の IEC 61 5 58-1:199 7 , Safety of power transformers, power supply units and similar — Part 1 : 
General requirements and tests, Amendment 1 (1998) を， 肖!] 除す る。 

箇条 2 (引用 規格） の] [EC 61558-2-6， Safety of power transformers, power supply units and similar— Part 2-6: 
Particular requirements for safety isolating transformers for general use を， 肖 1J 除す る 。 

箇条 2 (引用 規格） の IEC 62023:2000, Structuring of technical information and documentation を， 削除す る 。 

6.4.1 (一般 要求 事項) 及び 6.4.2 (PELV の 電源) の "IEC 61S58-1 及び IEC 61558-2-6" を， "JISC 61558-1 
及ぴ JISC 61558-2-6" に 置き換える。 
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12.2 (導体） の 表 5 (銅 導体の 最小 断面 積） の 導体， ケーブルの 種類の 多 心の "1 心 シールド 付" を， "2 
心 シールド 付" に 置き換える。 

12.7.5 (空間 距離) 及び 12.7.6 (沿 面 距離) の JISC0664 を， JIS C 60664-1 に 置き換える。 

16.4 (装置の マーキング） 及び 17.3 (すべての 文書 類に 対する 要求 事項） の IEC 62023 を， JIS C 0454 に 

置き換える。 

18.2.2 (TN 接地 系統に おける 試験 方法） の "(5.2 及び 図 3 参照)" を， " (5.2 及び 図 2 参照）" に 置き換え 
る。 

附属 書 A (TN 接地 系統に おける 間接 接触 保護） の 序文の 第 2 文 を， 次の 文に 置き換える。 
こ の 附属 書 は， JIS C 60364-4-41:2010 及び JIS C 60364-6:2010 に基づいて いる。 

附属 書 A (TN 接地 系統に おける 間接 接触 保護） の A.4.3 (導体 抵抗の 測定値と 短絡 状態の 実際 値に 対する 
考慮） の 最後の 文 を， 次の 文に 置き換える。 

地 絡 ルー ブイ ン ピー ダンスの 測定値が 2 ひ。 /3/ a を 超える 場合の 更に 精密な 評価 は， JIS C 60364-6:2010 の 
61.3.6.2 の 手順に 従って 行う こ とがで きる。 

附属 書 D (機械の 電気装置の 導体 及び ケーブルの 電流 容量， 及び 過 電流 保護） の D.2 (導体と 過 負荷 保護 
機器との 協調） の 注記 2 の "過 負荷 保護と 過 電流 保護の 両方 を 備えた 保護 装置 を，" を， "過 負荷 保護と 短 
絡 保護の 両方 を 備えた 保護 装置 を" に 置き換える。 

附属 書！） （機械の 電気装置の 導体 及び ケーブルの 電流 容量， 及び 過 電流 保護） の D.3 (導体の 過 電流 保護） 
の 第 2 段落 を， 次に 置き換える。 

実際に 7.2 の 要求 事項 を 満足す るに は， 電流/を 保護 機器が/秒 （ただし， 5 秒 を 超えて はならない。） 
以内に 遮断 すれば よい。 時間, （秒） は， 次の 式から 求める。 

t = (k X S/lf 

附属 書 JA (TT 接地 系統に おける 間接 接触 保護） の 序文の 第 2 文 を， 次の 文に 置き換える。 
この 附属 書 は， JISC 60364-4-41:2010 及び JISC 60364-6:2010 に基づいて いる。 

附属 書 JA (TT 接地 系統に おける 間接 接触 保護） の JA.2 (漏電 遮断器に よる 電源 自動 遮断で 保護が 達成 さ 
れる 条件の 検証） の 注記 を， 次の 文に 置き換える。 

注記 接地 抵抗の 測定 方法 は， JIS C 60364-6:2010 の 附属 書 B に 記載され ている。 



著 ft ： ,!：：： t り艇 断での ta*j， 転 *f 'は 禁止され てお り ます。 



*.IIS 規格 票 及び JIS 規格 票 解説 について のお 問合せ は， 規格 開発部 標準 課 ま で， できる 限 り 電子 
メール （E-mail:sd@jsa.or.jp) 又は FAX [(03)3405-5541] TEL [(03)5770-1571] でお 願いいた しま 
す。 お 問合せに お答えす るに は， 関係 先への 確認 等が 必要な ケースが ございま すので， 多少お 時 
間が かかる 場合が ございます。 あらかじめ ご了承く ださい。 

★JIS 規格 票の 正誤 票が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊誌 "標準化と 品質管理" に， 正 • 誤の 内容 を 掲載いた します。 

(2) 原則として 毎月 2] 日 （21 日が 土曜日， 日曜日 又は 休日の 場合に は， その 翌日） に， "日経 産 
業 新聞" 及び "日刊 工業 新聞" の JIS 発行の 広告欄で， 正誤 票が 発行され た JIS 規格 番号 及 
び 規格の 名称 をお 知らせい たします。 

なお， 当 協会の J1S 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 票 力 s 発行され た 場合， 自動的 
にお 送りいた します。 

★JIS 規格 票の ご注文 は， 出版 事業部 出版 サービス 第一課 [FAX(03)3583-0462 TEL(03)3583-8002] 
まで， お 申込みく ださい。 
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■ . へな 卜 ；： 入 械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 （追 補 1) 
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